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1 

令和 3年 7月 16 日 

 

第31回 社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会 

提出意見 

 

全国児童養護施設協議会 会長 桑原 教修 

 

１．児童養護施設の今後のあり方 

○ 全国児童養護施設協議会（全養協）では、児童養護施設のあり方に関する特別委員会を設置

し、「今後の児童養護施設に求めれるもの（最終報告書）」を令和３年６月にとりまとめた。 

 

○ 児童養護施設に求められる機能として、児童養護施設が長い間、大切に育んできた子どもと

大人（養育者）の日々のいとなみである「個別的養育機能」と、それを今後さらに充実強化

するために、その基盤となって支える「支援拠点機能」、さらに支援拠点機能と個別的養育

機能を地域の要保護・要支援児童等の支援に活用していく「地域支援機能」の３つに整理し

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６「児童養護施設の本園・分園別機能」（今後の児童養護施設に求められるもの（最終報告書）より） 
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２．児童福祉法の改正に向けた意見 

（１）児童養護施設の「養育」を基盤として、子どものニーズや地域の実情に応じた養育の多様

化と施設の多様化を推進していくべきである。 

○ 児童養護施設の「養育」は、地域小規模児童養護施設や分園型小規模グループケアによ

ってのみ取り組まれるのではなく、本体施設においても分園では対応できない緊急的か

つ重篤な課題や多様なニーズを抱えた子どもや、本体施設を必要とする子どもへの個別

的養育を行うとともに、看護師、個別対応職員、心理療法担当職員等、多職種が連携し

たチームケアを行っている。 

○ 本体施設、分園問わず、施設に入所する子どもの多様なニーズに応えるために展開する

日々の養育のいとなみと、多職種が連携したチームケアそのものが施設の高機能化であ

り、すでに多くの児童養護施設において日々、実践されていると考える。 

○ そのことを踏まえ、数値目標や養育形態のあり様を優先し、養育形態を画一的なものに

するのではなく、子どものニーズに応じた多様な養育環境を児童養護施設において、さ

らには社会に整備しておくことが重要である。 

○ また、地域が施設に求めるニーズも多様であり、要保護児童等への予防的な支援、一時

保護による支援、里親支援など、どの機能を充実・強化していくべきかについては、各

施設が地域のニーズに応じて検討していくことであると考える。 

○ 施設の高機能化と多機能化は、多様な子どものニーズと地域の特性等に合わせて、施設

が主体的に各機能を選択し、充実・強化していくものである。 

 

 

（２）社会的養育における養育・支援の連続性のなかで、他種別機関と連携・協働しながら支援

し続けていくことが重要である。 

○ 児童養護施設は、地域の要支援・要保護児童への予防的支援、一時保護による支援、施

設入所による支援、地域でのアフターケアといった一連の養育・支援の流れの中で、必

要な役割を担っている。【図 7参照】 

○ 地域の要支援・要保護児童への予防的な支援においては、養育環境の深刻化や心身の状

況の悪化や重症化を防ぎ、親子分離を回避させ、家庭養育の補完機能を担うことで養育

のパーマネンシーを保障することに寄与している。 

○ また、施設入所中の支援においては、子にとって唯一無二な存在となる家族のつながり

を大切にした親子関係支援を行っている。施設は、親子分離となった家族にとって子ど

もを預かる身近な存在である。 
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○ さらに、家庭復帰あるいは退所後も、養育者とのこれまでの関係性を基盤に、訪問や来

所による面談など子どもが安心して暮らしていけるよう継続した支援を行い、新たな生

活を支える機関（学校、病院、福祉事務所、児童家庭支援センター、要保護児童対策地

域協議会等）や支援者、制度へとつなぎ、一人ひとりの子どもを支える社会の基盤強化

を図っている。 

○ このように、措置期間中だけではなく、予防的支援からアフターケアまでの一連の養育・

支援を担う児童養護施設の役割は大きいと考える。 

 

 

（３）地域で生活する要保護・要支援が必要な子どもやその家族に対する子育て相談、在宅支援

や一時保護の支援は、本体施設における安定した個別的養育機能と支援拠点機能の拡充・強

化が不可欠である。 

○ 本会が提案する要保護児童等への予防的支援や親子関係の再構築などを含む地域支援

機能の充実は、本体施設における安定した個別的養育と支援拠点機能のうえに成り立つ

ものである。 

○ 本体施設における支援拠点機能とは、子どもへの養育と家族等への支援、個別的養育を

担う養育者を支え、個々のケースに対して適切にアセスメントし、対応していく(マネ

ジメント機能)重要な役割を担っている。 

○ そうした機能の土台のうえに、家庭復帰をした子ども、地域で生活する要保護・要支援

が必要な子どもやその家族に対して、子育て支援や在宅支援、必要に応じてショートス

テイや一時保護等の地域や在宅段階での重層的な支援が可能となる。 

○ 児童養護施設における子どもとともに積み上げてきた養育のいとなみや、養育を支える

支援拠点機能にある専門性が、地域で生活する要保護・要支援が必要な子どもやその家

族にとって大切な資源となると考える。 

○ 施設の高機能化・多機能化は、本体施設の個別的養育機能と支援拠点機能により支えら

れており、その拡充・強化は不可欠である。 
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【図７】施設の機能と養育・支援の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

（４）社会的養護退所児童（ケアリーバー）が社会で孤立せず、安心・安全に生活していくため 

には、自立に向けた段階的かつ継続的な支援が必要である。 

○ 児童福祉法の定める児童は 18 歳未満であるが、虐待や障害による影響や複雑な家族と

の関係等により直ちに自立することが困難であったり、進学や就職等の継続のため引き

続き支援が必要な子どもについて、措置延長により 20 歳まで、さらには、社会的養護

自立支援事業により措置解除後 22 歳の年度末まで、支援が継続できることになってい

る。この環境を最大限に利用し、個別の支援の充実を図ることが重要である。 

○ 一方、一律に 18 歳で措置解除を行う自治体もあり、子ども一人ひとりの状況に応じた

段階的かつ継続的な自立支援が必要であり、何よりも一人ひとりの子どもの思いに応え

ることを最優先していかなければならない。 

○ また、就労支援や子育て支援、児童を既存の大人の支援の枠組みへ移行していくなど、

社会的養護退所児童（ケアリーバー）が社会で孤立せず、安心・安全に生活していくた

めに、地域の実情を踏まえた継続的な支援体制の構築が重要である。 

○ 措置解除後、一人暮らしを始める子どもは不安や孤独感を抱えがちであることから、例

えば法人・施設で借り上げたアパート等で一人暮らしを経験することや、施設から離れ

た地で生活している退所児童が施設や機関と関わりながら一定期間生活できる住まい

（ステップハウス）を提供するなど、段階的な自立に向けた支援が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７「施設の機能と養育・支援の流れ」（今後の児童養護施設に求められるもの（最終報告書）より） 
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令和 3年 7月 16日 

 

社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会 

「子どもとその保護者、家庭をとりまく環境に関する論点」に対する 

全国母子生活支援施設協議会の基本的考え方 

 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

全国母子生活支援施設協議会 

会 長   菅 田 賢 治 

 

平成 28年の児童福祉法改正において、児童の「最善の利益が優先して考慮され、心身

ともに健やかに育成されるよう努めなければならない」と規定されました。また、国・

自治体の責務として、「児童が家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、児童の

保護者を支援しなければならない」とする家庭養育優先の理念が示されました。 

この児童福祉法の理念のもと、予期せぬ妊娠に戸惑い産前・産後の不安を抱える女性

や、親と離れて暮らす子ども、さまざまな生きづらさを抱えながら一人で子育てに悩む

保護者などに対して、地域社会のなかで生活に密着した支援を幅広く展開していく必要

があります。 

もとより親子を分離せず、子ども支援、保護者支援、家庭養育支援を実践してきた母

子生活支援施設には、家庭養育優先が謳われる今こそ、施設利用者だけでなく地域の子

育て家庭全体に支援を展開できるよう、これまで培ってきた専門性を最大限に発揮した

取組みが求められています。 

 

～すべての子どもが希望をもって生まれ育つ社会に～ 「産前・産後支援」 

～地域における子育て世代の支援拠点として～ 「アフターケアを含む地域支援」 

～分離しない支援からつながりの回復をめざして～ 「親子関係再構築支援」 

 

地域で切れ目のない支援を実現していくため、母子生活支援施設を家庭養育優先の理

念に対応するセーフティネットとして児童福祉法に明記するとともに、子どものパーマ

ネンシー保障の実現のために積極的に活用していただきたく、今般の制度改正の議論に

際し、以下、「基本的考え方」を示します。 

 

 

意見①  母子生活支援施設は、特定妊婦等の安心・安全な出産と母子の愛着形成をはぐ

くむ支援、地域生活に向けた『自立支援』を行います。（産前・産後支援）。 

 

社会的な課題である 0日死亡事例の防止や特定妊婦への支援について、母子生活支
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援施設は、妊娠期から産前・産後、親子関係構築において専門的な支援を提供できる施

設です。入所や緊急一時保護による特定妊婦等の安心・安全な出産と愛着形成の支援を

通じて虐待を防止するとともに、施設が提供する包括的支援（経済的・法的支援、日常

生活支援等）によって、子どもと母親の地域での継続的な生活を支援します。 

 

 

意見②  母子生活支援施設は、地域の要保護・要支援状況にある子どもやその家庭を応

援するために、その専門性を活かした地域支援に取組みます。（地域支援） 

 

家庭養育を地域で支援するため、母子生活支援施設がこれまで培ってきた専門性を

活かして、子育て家庭の養育支援と、生活や就労等にかかわる相談支援（ソーシャルワ

ーク）による自立支援を行います。 

また、従前の公的な社会資源だけでなく、地域の社会福祉法人や社会福祉協議会、

他種別施設、NPO等と連携した新たな地域連携ネットワークづくりや、地域のニーズに

対応した新たな社会資源開発に取組みます。 

 

 

意見③  社会的養護のもとで生活する子どもと母親を、母子生活支援施設において再

統合し、さらに、退所後の地域生活を支援します。（親子関係再構築支援） 

 

母子生活支援施設が、不安定な親子関係を支え続けることによりパーマネンシー保障

に貢献できると考えます。母子生活支援施設での支援を経て地域生活に移行する場合、

長期間にわたる施設によるアフターケアが可能になります。これは、社会的養護を経験

して家庭復帰後、地域での支援が薄くなるといわれる課題への対応にもなります。 

 

 

意見④  地域で支援を必要とする子どもや家庭を、母子生活支援施設の適切な利用に

繋げることが重要です。母子生活支援施設の持つ支援機能に対する正しい理解

と活用が望まれます。 

 

緊急性の高い事案や地域のニーズに対して、母子生活支援施設はこれまでさまざまな

実践（一時保護・居住支援・地域支援・家族再統合支援・家族生活支援等）を展開して

きました。そして今、地域における虐待予防の観点から、「産前・産後支援」「地域支援」

「親子関係再構築支援」等について役割を果たすことが求められています。母子生活支

援施設のさらなる活用を推進するために、一時保護と入所利用に関する仕組みのほか、

支援体制や施設基盤の強化を図るための検討が必要であると考えます。 
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令和 3 年 7 月 14 日 

第 31 回 社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会（7 月 16 日） 

提出意見

全国乳児福祉協議会 副会  横川 哲 

１．早期の予防的支援における乳児院の役割 

児童虐待通告件数の増加が続き、家庭への介入や保護のあり方が問われ続けています。

一方、保護に至るような重症化を防ぎ、早期の段階での予防的支援の重要性が強調される

ようになっています。 

国における虐待による死亡事例の検証では、心中以外の虐待で死亡する児童の約半数が

0 歳児であり、その多くがリスクを抱えた特定妊婦であるという結果が出ています。これ

を踏まえれば、特に周産期支援の強化が極めて重要であり、市区町村の  保健分野を中

心にその取り組みが行われていますが、乳児院もその認識を共有し、乳児院の専門性や担

える機能を役立てたいと考えています。 

周産期支援の強化の必要性は、乳児院に対する、市区町村からのショートステイ・トワ

イライトステイ（子育て短期支援事業）等の依頼の増加や、児童相談所からの一時保護委

託児童の増加の形で表れてきています。乳児院への新規一時保護委託件数をみると、平成

21 年度に 1,502 件であったのが、令和元年度には 3,277 件と 10 年間で倍以上の増加とな

っています。 

平成 29 年 8 月に示された「新しい社会的養育ビジョン」では、施設の小規模化、地域

分散化、高機能化、そしてフォスタリング機能を含む多機能化がうたわれました。これを

踏まえ、全国乳児福祉協議会では、乳児院の今後の方向性を示した報告書「乳幼児総合支

援センターをめざして」（令和元年 9 月）を発行し、その中で、小規模化、高機能化、多機

能化のあるべき姿を提言しました。ここでは、地域の乳幼児のショートステイなどの「要

保護児童等予防的支援機能」や里親養育推進に向けた「フォスタリング機能」を多機能化

の一部として明確に位置付けています。 
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２．乳児院における「要保護児童等予防的支援機能」 

「乳幼児総合支援センターをめざして」で示した「要保護児童等予防的支援機能」は、

大きく以下の支援を展開するものと述べています。 

① 乳幼児単独の預かり、保護 

② 親子での通所、宿泊、保護 

③ 家庭訪問 

① 乳幼児単独の預かり、保護 

市区町村からの子育て短期支援事業や児童相談所からの一時保護が該当します。これら

は従来から行ってきた事業です。 

② 親子での通所、宿泊、保護 

親子を分離せずに、乳児院の生活の場を使って支援を行うものです。これには保健セン

ターや子育て世代包括支援センターとの連携・協働による「産後ケア」の受託や、産後以

降の親子での通所や宿泊による支援事業を含みます。これまでの乳児院では親子分離によ
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る養育に重きが置かれていましたが、これに加えて、親と乳幼児を一緒にしての支援の強

化を図るものとなります。親子一緒の支援は以下の意義と効果をもたらすと考えます。 

・ 実親の元で暮らし続けられるよう支援することは、パーマネンシーの保障に資する

支援であること。 

・ 子育てに不安を抱えた実親に寄り添い、具体的な育児の手立てを伝えていくことで、

親の養育力の向上と親子のアタッチメント形成に寄与できること。 

・ 親子に関わりながらの行動観察等によって、親と子ども双方のアセスメントおよび

親子の関係性のアセスメントが可能となり、その後の在宅支援においてアセスメント

に基づいた実効性のあるサービスが提供可能となること 

・ 親子の分離が必要と判断された場合も、実親に寄り添い、実親の分離への受け止め

や喪失の痛みに寄り添うことが可能となること。親子分離に伴うトラウマを残さない

ことは第 2 子以降の出産と育児のリスク回避に重要な要件となる。 

・ 親子への支援によって形成された職員と実親との関係性は、その後親子が、乳児院

に通所することや後述する家庭訪問を受け入れる基盤となること。 

親子一緒の支援については、今年度の国の予算に親子支援事業（施設機能強化推進費加

算）の創設が盛り込まれましたが、これまで   活 援施設を除いて社会的養護が十分

に果たしてこられなかった取り組みです。  保健分野では、周産期のケアとして   

緒の産後ケアが進められていますが、ケアの場や体制上の課題もあり、その効果は十分と

は言えない現状があります。乳児院には、入所ケースを対象に、親子宿泊の場を設けてい

る施設が多く存在します。そうした場をさらに充実強化して、地域の要保護児童（乳幼児）

の父親も含めた親子の支援に貢献することで、周産期予防的支援の強化がより一層図られ

るものと考えます。 

以上の視点は、児童相談所の措置である一時保護にも該当します。日本の児童相談所に

よる一時保護は子どものみに限定されています。一時保護が検討される際には、親子を分

離するか在宅支援かの二者択一の判断を余儀なくされます。ここに、親子を分離せずに親

子一緒の保護制度を設けることで、新たな選択肢ができるとともに、支援の有効性は確実

に高まると考えます。この親子の一時保護は、「乳幼児総合支援センターをめざして」では

「一時保護機能」に位置づけているものですが、新制度の設立を提案します。 
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③ 家庭訪問 

乳幼児のいる家庭に訪問して、育児の手立てなどを伝えるものです。親子宿泊等による

支援が強化されれば、その後の通所や家庭訪問に対する親子のニーズは高まると考えます。

乳児院はこれまで、訪問型の支援の必要性を認識しながら、その体制を作ることが容易で

はなく、なかなか実現できませんでした。そのため乳児院に、乳幼児支援に特化した児童

家庭支援センターを併設するなどして、市区町村と連携するための窓口を明確に設置する

とともに、要保護児童対策地域協議会への参画のさらなる推進等を通じて市区町村、児童

相談所双方と連携・協働する体制を強化し、通所と訪問支援にも力を入れるべきと考えて

います。 

３．乳児院における「フォスタリング機能」 

乳児院は、親子関係構築支援に取り組むなかで、その専門性を活かし、里親と里子のマ

ッチングや、委託後のレスパイトなど、里親支援に力を入れてきました。現状では乳児院

から里親委託となる子どもも増加しています。 

「乳幼児総合支援センターをめざして」では、「フォスタリング機能」を明確に位置付け

ています。措置機関である児童相談所とは異なる立場で里親と関わるフォスタリング機関

の必要性は大きいと考えます。しかし、日本のフォスタリングの現状をみると、次のよう

な課題への対応を進めるべきと考えます。 

・ 養子縁組里親と養育里親との違いを明確にしたリクルートと研修のあり方 

・ 緊急時も含めた里親からの 24 時間の相談支援体制 

・ 里親宅の訪問による里親と里子への支援 

・ 里親宅のある地域（市区町村）の関係機関との協働の促進 

・ 里子と実親との関係性構築支援 

・ 委託解除後の里親の喪失感等への対応支援 

・ 養子縁組となった子どもと養親への支援 

里親養育の充実を図るために、取り組むべき課題は多いと考えます。これらの改善や向

上なしに里親委託数を増やすことのみを目標にした場合、里親と里子に大きな負担を与え、

里親制度を後退させることにもなりかねません。上に示した課題に関する里親養育の現状

を調査し、その評価を行い、改善点を明確にして取り組むべきと考えます。乳児院では、

そうした評価を踏まえ、児童家庭支援センターを併設するなどして体制を強化し、日本の

フォスタリングの発展に貢献したいと考えています。 
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４．乳児院の多機能化を推進するための養育体制・施設基盤の拡充 

「要保護児童等予防的支援機能」や「フォスタリング機能」をはじめとする多機能化は、

乳児院が、被虐待児や病虚弱児の専門養育や、親子関係構築支援に取り組むなかで培って

きた乳幼児・家族のアセスメントの専門性が基盤になるからこそ可能となると考えます。

今後の多機能化の推進にあたり、引き続き専門性をもって支援の質を上げていくためにも、

乳児院の養育基盤は拡充が必要です。地域の要支援家庭に対応するうえで、乳児院に 24 時

間 365 日の受入体制があることは大きな強みにもなります。 

また、多機能化を進めるうえで、「乳幼児総合支援センターをめざして」では「センター

拠点機能」の重要性を提言しています。「センター拠点機能」は、すべての機能の基盤に位

置付けられ、各機能が適切に展開できるよう監督し、乳幼児と家族のニーズにあわせて各

機能による支援提供をマネジメントする機能です。 

多機能化にかかる機能のみの部分的な拡充ではなく、こうした養育体制や施設基盤もあ

わせて拡充されることで、「乳幼児総合 援センター」として、  保健と連携した虐待予

防や周産期支援、ハイリスク対応に取り組んでいきたいと考えています。 
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1

『乳幼児総合支援センター』をめざして 乳児院の今後のあり方検討委員会 報告書 

（令和元年9月全乳協）のポイント

第１章 本報告書のベースとしての

「平成24年乳児院将来ビジョン」

◯ 本報告書は、「平成24年乳児院将来ビジョ
ン」をベースとして、地域社会の要保護児
童・要支援家庭への福祉的アプローチの重要
性をアピールするとともに、重点方針"養育の
質の向上と支援の充実"を再確認し、乳児院と
しての強みと今後の方向性を明確にしたもの。

第３章 乳児院の現状

◯ 児童虐待の深刻化、「健全」な乳幼児の減少
◯ 精神疾患など関わりの難しい保護者に対応し、
多くの乳幼児を家庭養育へとつないでいる

◯ 乳児院ではすでに「ケアニーズの非常に高
い」子どもの支援に取り組んでいる

◯ 乳児院における子どもの「ケアニーズ」は医療的ケ
アにとどまらず、身体面・心理面・社会面と多様。
さらに家庭側の課題も「ケアニーズの非常に高い」
支援対象としなければ、行き場のない乳幼児が厳し
い状況下のままに地域・家庭に放置される。

第２章 社会的養育を取り巻く状況

◯ 平成28年改正児童福祉法による家庭と同様の
環境における養育の推進

◯ 新しい社会的養育ビジョンの数値目標等の衝
撃

◯ 今後10年間の都道府県社会的養育推進計画の策定

第４章 『乳幼児総合支援センター』のあり方

◯ 『乳幼児総合支援センター』は乳児院の高機
能化・多機能化の具体的な姿

◯ 『乳幼児総合支援センター』の機能と支援フロー

詳細は
次頁以降

【「平成24年乳児院将来ビジョン」のポイント】

適切な養育環境の永続的保障の充実が一番大切にし

たい視点

法的(必須)義務機能（①一時保護所機能、②専門的養

育機能、③親子関係育成機能、④再出発支援機能、⑤

アフターケア機能）の展開にはアセスメントが重要

地域特性や法人理念に応じた選択機能である地域子育

て支援機能の展開

2

『乳幼児総合支援センター』をめざして 乳児院の今後のあり方検討委員会 報告書 

（令和元年9月全乳協）のポイント

【『乳幼児総合支援センター』の機能】
① 小規模養育支援機能 … 小規模環境の養育者と課題を抱えた子どもの双方を支援
② 要保護児童等予防的支援機能 … 特定妊婦等のハイリスクケースの支援事業への協力や実施、要対協への参画
③ 一時保護機能 … 子どもだけでなく親子の一時保護
④ 親子関係構築支援機能 … 親の受援力を培い、親子関係を形成。家族機能を回復させ、再出発支援まで
⑤ フォスタリング機能 … 里親を開拓・育成し、里親が相談しやすく協働できる継続的な環境を作る
⑥ アフターケア機能 … 長期予後の評価・支援を退所児の居住する市区町村との協働で展開
⇒ これら全ての機能を統括し質的向上を図る基盤としての「センター拠点機能」
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3

『乳幼児総合支援センター』をめざして 乳児院の今後のあり方検討委員会 報告書 

（令和元年9月全乳協）のポイント

【『乳幼児総合支援センター』の支援フロー】
◯ 個々のケースについて一専門分野での視点でなく多角的、包括的に情報を集約したアセスメントが必要
◯ そのために重要となるのがケースカンファレンスの重層的な設定

4

『乳幼児総合支援センター』をめざして 乳児院の今後のあり方検討委員会 報告書 

（令和元年9月全乳協）のポイント

氏名(敬称略) 所属

委員長 増沢 高
子どもの虹情報研修センター 研究部長
全国乳児福祉協議会 常任協議員

副委員長 横川 哲
全国乳児福祉協議会 副会長
麦の穂乳幼児ホームかがやき 施設長

委員 久保田まり 東洋英和女学院大学人間科学部 教授

委員 中板 育美
武蔵野大学看護学部 教授
全国乳児福祉協議会 協議員

委員 渡邊 守
特定非営利活動法人キーアセット ディレクター
全国乳児福祉協議会 協議員

委員 斎藤 弘美
社会福祉法人大洋社 常務理事
母子生活支援施設大田区立ひまわり苑 統括施設長

委員 平田ルリ子
全国乳児福祉協議会 会長
清心乳児園 施設長

委員 今田 義夫
全国乳児福祉協議会 副会長
日本赤十字社医療センター附属乳児院 顧問

オブザーバー 長井 晶子
全国乳児福祉協議会 顧問
久良岐乳児院 施設長

第５章 『乳幼児総合支援センター』を支える

施策のあり方

1. 高機能化・多機能化を可能とする施策の整備や職員配置
◯ 以下の新たな機能をはじめ、『乳幼児総合支
援センター』の取り組みを可能とする法制
度・施策の整備が不可欠。

◯ とくに重要なのは職員配置の抜本的な改善
（具体的には子ども1人対職員3人）と大幅な
処遇改善であり「働き方改革」の観点からも
必要

2. 「機能転換」と「地域分散化」について

◯ 『乳幼児総合支援センター』の各種機能は、
従来の乳児院の機能を充実・強化するもので
「転換」するものではない。子どもと家族の
ニーズに対応するための選択肢を狭める「機
能転換」はすすめられるべきではない。

◯ 「ケアニーズの非常に高い」乳幼児を受け入れ、専
門職の協働による養育・支援を行う『乳幼児総合支
援センター』は基本的に「地域分散化」の例外

3. 義務的経費化による高機能化等の担保

◯ 虐待対応件数の増加に比して、これまで代替
養育の受け皿は伸びてこなかった。国には、
各都道府県推進計画における社会的養育体制
が実態に即しているか検証し、その改善を財
政投入とともに図ることが重要課題。

◯ 『乳幼児総合支援センター』をめざすなかで、職員
の配置や財政的担保が都道府県の裁量に委ねられて
は、一体的かつ全体的な推進が困難。国には、義務
的経費化により、高機能化・多機能化、小規模化を
国の責任において担保することを強く要請する。

委員名簿

「要保護児童等の予防的支援機能」のうち、

親子の通所、産後ケア事業、親子宿泊支援、

養育支援訪問事業

「一時保護機能」のうち、親子の一時保護

「フォスタリング機能」

「アフターケア機能」のうち、長期予後の評価
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